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は じ め に
　前報告（野村，2017）において，南米エクアドル共和国（以下エクアド
ル国とする）の基礎教育課程における通常教育の現状について概観した。
本報告では，特別支援教育とインクルーシブ教育について報告したい。
　エクアドル国のラファエル・コレア政権において，法的整備と同時に教
育行財政の充実化も図られる一方，2016年のエクアドル大地震の影響も
あって，現在では経済的な裏付けが揺らぐ事態となっている。
　しかしながら，「基礎教育（5～14歳）と高等学校（15～17歳）の純就
学率は改善し続けている。中学校（9～11年）では，2013年には，2010
年の 79.6％から 82.9％（女子 84.3％，男子 81.6％）に増加した。一方，上
級基礎学校では，同じ期間に 72.2％から 77.3％（女子 79.1％，男子 75.7％）
に増加した。高等学校では，2010年から 2013年の間に，59.4％から 65.8％
（女子 65.7％，男子 65.9％）に増加」（Unicef，2014）したという実績は
素晴らしいものである。内外からも，以下のような論文や記事が寄せられ
た。
　スペインの修士論文で，「2008年以降，教育システムの改善が認識され，
障害のある人々のアクセスとインクルーシブ教育に関するより多くの生徒
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が訓練を受けようとしている。まだまだ道程があるが，教師の高等教育へ
の入学による専門性を得て，生徒を指導していく可能性がある」（Rícardo 
Moreno-Rodriguez et.al., 2017）」ことが示唆された。また，マスコミの記事
で，「エクアドルが教育ランクで急上昇，質の高い教育利用でフィンラン
ドを負かす」として「ラファエル・コレア政府のもとでは，公的教育が劇
的に改善していると専門家たちの見解が一致している。アナリストによれ
ば，エクアドルで過去 10年の間に，教育機会の均等化と学校教育の質が，
フィンランドのような先進ヨーロッパの国よりも急激に向上している。国
立教育大学の研究者，リカルド・レストレポやエスタキオス・ステフォス
が，2006年以来この国で，進学が高校で 30%，高等教育機関で 59%増加
しているという研究結果を発表した」という報道がなされた（teleSUR / 
cg-HG-egb, 2017）。
　教育予算を投入することによって，教育の改善がなされることは，国家
にとって極めて健全な国作りの根幹を支えることになるが，障害のある子
どもを含んだ多様な子ども達の教育はどうなっているのであろうか。
　まず，エクアドル国の障害者からみていくことにする。
1．エクアドル国の障害者
　2017年のエクアドルの総人口は 16,697,240人，男性 8,360,792人，女性
8,336,449人とされている（国連経済社会部門，2017：http://countrymeters.
info/es/Ecuador 2017/09/08確認）。2017年度の登録された障害者数は，
425,877人（公衆衛生省，2017）で，そのため全人口における登録障害者
の割合は，2.6％となり，実際の障害者（WHO推定 15％）の実態とはか
け離れていることが分かる。
　2017年の国の統計によれば，全国の登録された障害者数は以下の通り
である（公衆衛生省，2017）。
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　性別の表の中に，LGBTI（Lesbian, Gay, Bisexual, Transgender, Intersex）と
いう分類がなされ，2名ではあったが統計上に表現されたことは，さらな
る進歩をしていることを意味している。我が国ではジェネラルな国の統計
に示されてはいない。
表 1　エクアドル国の障害者：障害種
障害種 人数（パーセント）
身体障害 199,264人（44％）
知的障害 96,135人（23％）
聴覚障害 54,795人（13％）
視覚障害 50,428人（12％）
心理社会的障害* 19,614人（ 5％）
言語障害 5,621人（ 1％）
合計 425,877人 　　　 
*心理社会的障害：主に精神障害（La Revista，
2015）。
出典： エクアドル国公衆衛生省　障害者統計
情報，2017
表 2　エクアドル国の障害者：障害程度
障害程度 人数（パーセント）
軽　度 193,497人（45％）
中　度 149,460人（35％）
重　度  57,882人（14％）
最重度  25,038人（ 6％）
出典： エクアドル国公衆衛生省　障害者統
計情報，2017
表 3　エクアドル国の障害者：年齢層
年齢層 人数（パーセント）
0～ 3 歳 2,226人（ 0.5％）
4～ 6 歳 5,944人（ 1.4％）
7～12歳 23,160人（ 5.4％）
13～17歳 26,754人（ 6.2％）
18～29歳 63.994人（14.9％）
30～65歳 207,709人（48.2％）
65歳以上 108,878人（23.4％）
出典： エクアドル国公衆衛生省　障害者統
計情報，2017
表 4　エクアドル国の障害者：性別
性別 人数（パーセント）
女性 187,756人  （44％）　
男性 238,119人  （56％）　
LGBTI 2人（0.0005％）
出典： エクアドル国公衆衛生省　障害
者統計情報，2017
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2．エクアドル国のインクルーシブ教育と特別支援教育
（1）法的背景と歴史
　1940年に親・民間団体の活動により，障害のある子どものためのセン
ターが設立された。エクアドル国憲法第 27条に，「国民のための差別のな
い教育へのアクセス」が明示され，1945年の教育基本法の中に「生物学
的および精神的な特異性に苦しむ子どもや大人」をケアするための規定が
加えられた。具体的には，障害をもつ人々へのケアとして，介護医療のア
プローチ（食糧，保護，健康等）と一部の教育活動が実行された。その後，
最初の盲聾者のための特殊教育機関が，キトとグアヤキルに設立され，次
いで精神遅滞児のための学校が設立された（MEC，2011a）。
　1970年代には，障害者に関する公的機関・民間機関の数が増加し，そ
の対応範囲も教育，健康，社会福祉にわたって広がりをみせた。教育文化
法（1777条 5項 c）に，特殊教育の法的根拠が明示された。この時期の特
徴は，公共・民間の特殊教育学校を設立し，リハビリアプローチによる運
営がなされたことである（MEC，2011a）。
　1980年 1月に教育省内に特殊教育ユニットが設立され，国家教育委員
会のもとに計画が実行されていった。また同時に，その成果を評価するシ
ステム構築や，障害児を通常教育の中で教育する教育機関独自のガイドラ
インや原則を提示した（MEC，2011a）。
  　1990年代当初「障害のある人のためのケア」に関する新しいアプロー
チが提案され，「子ども，特別な教育的ニーズをもつ子ども」に対する教
育の統合モデルも実行された。2006年には，教育 10カ年計画により，イ
ンクルーシブ的なアプローチを組み込んだ（MEC，2011a）。
　2008年国連障害者権利条約（CRPD）が批准された後，障害のない子
（若者）と障害のある子（若者）が共に学ぶインクルーシブ教育制度が国
内で充実してきた。また，2010年教育省は，インクルーシブ教育がすべ
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ての年齢層や様式で再編されるプロセスを開発した。これにより，障害を
持つ人だけでなく，すべての優先度の高いグループへもインクルーシブ教
育を強化することが可能になった（MEC，2011a）。
　2011年，異文化教育組織法（LOEI）が承認され，憲法第 26条にも示さ
れた「良き生活（Buen Vivir）」や，異文化間での教育施設への参加が保証
され，すべての社会的作用と教育界との関係に基づいて，異文化性と多民
族性が重視されることになった（MEC，2011a）。
（2）エクアドル国のインクルーシブ教育の現状
　①インクルーシブ教育の目的
　エクアドル国では，以下の点をインクルーシブ教育の目的としている
（MEC，2011b）。
　 1）国をはじめとする関係者が，すべての子ども，青少年が基礎教育及
び高等学校を卒業することを保証すること。
　 2）国をはじめとする関係者がすべての青少年が基礎教育，高等学校ま
たはそれに相当するレベルの教育を修了する機会を与え，準備すること。
　3）教育における遅れを予防し，削減すること。
　 4）違いに対する敬意，寛容さ，連帯感，協調による共存，対話の実施，
紛争の解決の文化を育むこと。
　 5）インフラ，教育機関の機能，コミュニケーション手段，教材，カリ
キュラム，教員，地理的文化的背景に関連した学習バリアをなくすこと。
　6）社会面・労働面で積極的に参加できる自立した市民を育成すること。
　これらの 6点は，インクルージョン・インターナショナル（2006）が示
した，インクルーシブ教育に関する指針に示された普通学校制度の尊重さ
れるべき原則とほぼ共通し，具現化する目標となっている。ちなみに，そ
の原則とは，1）非差別，2）アクセシビリティ，3）学習および指導への
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柔軟かつ代替的なアプローチによる，特別なニーズに対する配慮，4）均
等な水準，5）参加，6）障害関連のニーズを満たすための支援，7）就労
対策である。
　②教育権利保障機関
　「教育的排除は教育の権利を保障する機関による義務の履行不十分に起
因するものであることを理解し，教育のインクルージョンを達成するため
にはそれぞれの機関が少なくとも，現行の法律，規則，協定を強化し続け
ることが必要である」とし，3つの保障機関を示した（MEC，2011b）。
　第 1が教育省で，「教育インクルージョン戦略実施の監督機関」として
の役割を持つ。第 2が，権利擁護統合システムで，「政府の様々な機関に
よる平等のための国家諮問委員会であり，その他，子ども・青少年の権利
擁護のための群会議，権利擁護のための群諮問委員会もある。これらの機
関は憲法と人権に関わる国際条約に定められた権利の行使を保証するも
の。その主な権限はジェンダー，民族，世代，多文化共生，障害，人間の
移動（移民）などのテーマについて，法に従って政策を策定し，それを広
め，遵守し，モニタリングと評価を行うこと」とされる（MEC，2011b）。
この中で，「群権利擁護諮問委員会は，教育的インクルージョンのために
Tool Boxに凝縮された対策を強化し，脆弱な状態にある生徒及びその家庭
を支援する対策についてそれぞれモニタリングを行い，監督機関と実施団
体，各レベルの行政の人権擁護機関と対策を調整する」機能を持っている
（MEC，2011b）。第 3は，地方自治体（GAD）である「地方分権レベルで
憲法に定められた権利を保障するもので，系列の各象徴の権限を補足し
（COOTAD法），各省庁及び市レベルの群権利擁護諮問委員会とも連携す
る。各市は法律によって権利擁護諮問委員会と密接な関係を保っている」
（MEC，2011b）。
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　③教育的インクルージョンのためのインクルーシブ教育
　1）定義
　エクアドル国では，「教育コミュニティが主たるデータを理解し，3歳
から 29歳までの国民が国家教育システムに受け入れられるだけではなく，
生徒の多様なニーズに対応できるようにするためのもの」として，「教育
的インクルージョンに関連する権利へのアプローチの定義」を以下の様に
定めている（MEC，2011b）。
　教育はそのコンテクストの外から眺めるような静的なものではな
く，常に動いている本質的な価値を持った過程である。現在，人は質
の高い教育を受ける権利を持っているだけではなく，受ける教育がそ
の多様性に対応し，すべての人生の間，意味のあるものでなければな
らない。
　このように，教育的インクルージョンとは教育を受ける権利を保障
し，その過程においてはフレンドリーな環境の下で，本人ができるか
ぎり参加・存在・学びを高め，その能力を開発させることである。
　国家の法的枠組みの中では，憲法の第 3章及び異文化教育組織法
（LOEI）の第 4章にあるように，教育の保証は国家が率先して行うべ
きである，国家教育システムがユニバーサルで，質が高く，宗教分離，
自由，国のどこでも無償で行われることを保証しなければならない。
　2）多様性に対するサービス：教育システムへの適合への重要性
　エクアドル国は，多民族国家である。前の研究（野村，2017）でも述べ
たが，欧州系・先住民混血 72％，先住民 7％，アフリカ系・アフリカ系と
の混血 7％，欧州系 6％と，様々な民族（2010年，エクアドル国勢調査）
がおり，言語も公用語のスペイン語の他，「アンデス・キチュア語，アマ
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ゾン・キチュア語，シュアール語，アチュアール語，パイコカ語，アイ語，
ワオティリロ語，カヤピ語，エペラ語，アワピトゥ語，チャパラチェ語 
ツァフィキ語の 12の先住民族語が公的に認められている（愛知県国際交
流協会，2012）」。
　多様性への対応については，憲法でも定められており，「我々人間は皆
違う。我々は社会，宗教，イデオロギー，民族，文化，その他の面で非常
に多様性に富んだ社会に生きている。それゆえ，一つの基準というのはあ
り得ないし，『普通の』人もいない。違うことが普通なのである。このよ
うな個々の違いは教育プロセスにおいて認識されるべきである（エクアド
ル共和国の副大統領及び教育省，インクルーシブ教育及び特殊教育のモ
ジュール，2011年）」という記述は，まさに正鵠を得ているといえる。
　そのため，教育において，「一つのカリキュラムを厳格に生徒に押し付
けるのは意味がなく，むしろカリキュラムを生徒の様々なニーズに適合さ
せるべきである。そのため，学校の役割というのはグループを均一化しよ
うとするのではなく，多様性に対応することである」とし，単一の教育カ
リキュラムではない国家教育制度を実施している。なお，学校にいる多様
な子どもとして，障害がある，HIVなどの病気，異なる言語，日中働く，
少数宗教に属する，家族と離れている，教育制度に組み入れられない，
ケースを指摘している。多様な子に対して，共通点（認識，感情，行動パ
ターン）があるものの，違い（考え方・感じ方・行動）があるため，優先
的な配慮が必要とされる。「教育の領域においては，社会化に必要な学び
の経験を得るために，すべての生徒は個別で具体的なニーズを持ってお
り，それを満足させるためには，個別の教育的配慮が必要とされる
（Blanco，2002年）」と，指摘されている。
　なお，ユネスコ（2008）のインクルージョンの定義「学び・文化・コ
ミュニティへの参加の増大を通して，すべての生徒の多様なニーズに応
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え，取り組み，教育をはじめとして，内部の排除を減らすプロセスである」
を引用し，以下の点を確認している（MEC，2011b）。
・障害のあるなしにかかわらず，特別な教育支援が必要な子ども，青
少年が質の高い暖かい教育へアクセス，在籍，卒業すること。
・インクルーシブな文化・政策・実践に応える学校組織。
・インクルージョンに向けた教師館のチームワークと協働。
・教育的配慮への国際的なビジョン。
・多様性に対応できる革新的な実践。
・適切な環境と多様性に対応できる資源の創生。
・教育制度の中で適切な結果が出せるよう，困難な点の特定と能力の
評価を行うこと。
・多様性に応え得る教育機関プロジェクト。
・コミュニティすべてのメンバーの積極的な参加。
　3）在学のための教育的インクルージョンのプロセス
　子ども達がインクルージョンの環境で学校に通うには，これまでとは違
う変化（継続的で，革新的で，多様な子ども達に対応した）が必要となり，
そのプロセスの速さは，ゆっくりで，コミュニティ全体の協力を得て，持
続される必要がある。
　しかし，実際には，インクルージョンへの道（子ども達の学び）を妨げ
ている障壁や障害が存在する。これらを的確に特定し，それを取り除かな
ければならない。そのバリアには 4つのタイプが特定されている（MEC，
2011b）。
　・ 態度：子どもに対するコミュニティ（教師，クラスメート，家族，社
会など）の態度と関連しており，拒絶，隔離，排除，差別などを受け
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た時。
　・ 知識：子どもの状況やその教育的ニーズについてのコミュニティの無
知により引き起こされる類のもの。
　・ コミュニケーション：コミュニケーションのプロセスを妨害し，子ど
もが関わる環境に障害を与える。
　・ 実践：環境関連 :アクセス，手法，評価などで，参加や学びを妨げる
もの。
　関係機関が教育的インクルージョンに向けて歩むようにするには，この
4点だけではなく，社会の様々なメンバーが，インクルージョンはすべて
の人のコミットメントがあって成り立つプロセスであり，結束した対策が
必要である（MEC，2011）。また，この 4つの障壁に対応し，インクルー
シブ学校を強固にするためには，「文化，政策，教育の実践などを体系的
に関連づける必要（Booth, T.・Ainscow. M，2000）」があり，この 4面は
一致し，一体化することで「初めて本当のインクルーシブ教育を推進でき
る」とされる（MEC，2011b）。
　a．インクルーシブな文化
　この文化は，「期待，コミットメント，参加，原則に対する確信，イン
クルーシブ教育機関プロジェクトを支援する価値観（寛容，尊敬，連帯）
などに関連」し，「機関内で実行される政策や実践に反映される。そのた
め，効果的な教育的結果を生むこと，学びと参加に対するバリアを取り去
ることが不可欠（MEC，2011b）」とされる。
　b．インクルーシブな政策
　この政策は，以下の点にポイントがある。「マネジメント，リーダーシッ
プ，協働，専門職としての能力開発，すべての生徒の学びと参加を向上さ
せるインクルーシブ教育の開発に対し，機関が管理する人的・経済的資
源，組織，時間などをどう使う」ことができるか，である（MEC，
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2011b）。
　c．インクルーシブな実践
　教育実践は，学校内の活動に限られずに学校外においても「活動がすべ
ての生徒の参加を推進することを保証しなければならない」。さらに実践
においては，「フレキシブルなカリキュラム，手法，戦略，学校及び地域
の資源，フレキシブルな評価，学習に対するバリアを乗り越える技術支援
やテクノロジー等（エクアドル副大統領府及び教育省 :インクルーシブ教
育・特殊教育のモジュール，2011年）」。
　d．インクルーシブな教員
　インクルーシブ教育を実践する教師は，「すべての生徒たちの責任者」
であり，「目的は，すべての生徒が学校を辞めることなく，遅滞なく教育
を修了」すること，「自分が受け持つグループのニーズと特徴を一番よく
知っている」こと，そのため「提案された目標を達成するためにカリキュ
ラムを開発していくのは教師が行うべき（MEC，2011b）」とされる。
　教師は以下の様な立場を取ることが求められる（共和国副大統領府及び
教育省 :インクルーシブ教育及び特殊教育，2011年）。
　・ オープンな態度をもって見直しを行うこと。「個人主義者」にならず，
生徒が学校に入ることをサポートするチームとともに働くオープンさ
を持つこと。
　・ 人格，科学的・技術的・教育的基礎知識を持ち，子ども達や青少年の
全人的な発達の可能性を強化すること。
　・ 子ども達や青少年の創造性を開発するような代替プログラムを策定，
応用し，学校が魅力的で意味のある学習が構築される場所になるよう
に心がけること。
　・ 普通教育の現場に介入し，革新的でインクルーシブな教育プロジェク
トを適用し，生徒の発達を促すカリキュラムの形態を実施する。
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　・ 異業種間のチームを組んで働き，父母やコミュニティと和をもってコ
ミュニケーションをとり，真の発達を得るために戦略を利用すること。
　・生徒のニーズ及び環境一般に敏感になること。
　4）特別な教育ニーズ
　障害の程度が中重度の場合，特別支援教育のアプローチが取られる。「生
徒が同じ年齢の他の生徒よりも通常のカリキュラムをこなすのが困難な場
合，特別な教育支援が必要である（内的な理由または不適切な教育提案が
原因の場合）。この困難を補うために，通常のカリキュラムの様々な面を
合理化が必要ことや，大多数の生徒に提供されているものと違うリソース
を使わなければいけないこともある（CNREE：国家リハビリテーション
及び特殊教育諮問委員会，1992）」（MEC，2011b）。
　異文化教育組織法（LOEI）に以下の記載がみられる。「特別支援教育が
必要な生徒は，一時的または恒常的に適合支援が必要で，それによってそ
の状態に従った筆の高いサービスにアクセスすることができる。これらの
支援や適合は学習であったり，アクセシビリティであったり，コミュニ
ケーションであることもある（第 228条）」。
　なお，異文化教育組織法（LOEI）に定められた障害に関係しない特別
支援教育の対象には，学習障害（ディスレクシア，計算障害，書字障害，
注意・欠陥障害，行動障害，他），脆弱性の状況（難病，移民，未成年に
よる犯罪，虐待の状況にあるもの，中毒，その他通常でない状態），スー
パーギフティッド（高い知能）がある。一方，障害に関する特別支援教育
対象には，知的障害，肢体不自由，聴覚，視覚，精神障害，重複障害，広
汎性発達障害（自閉症，アスペルガー症候群，レット症候群等）（第 228条）。
　5）カリキュラム適合化
　インクルーシブ教育を実践していく上で，通常のカリキュラムに子ども
達を適合させるのではなく，子ども達の教育的ニーズに合わせて国または
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公的なカリキュラムを適合化（学習を阻害する要因となる環境と生徒の関
係に対峙する教育的戦略）するものである。そのため，「特別な支援を必
要とする生徒にとってできるかぎり幅広く，また深く内容を設計し，通常
のカリキュラムの要素を調節した上で評価し，適応する。他の表現を使え
ば，カリキュラムの適合は学習プロセスの個別化をするためのツールであ
る」とされる（MEC，2011b）。
　カリキュラムの適合化は，「根本的な要素によって行われ（目的，内容，
能力，活動，メソッド，戦略，時間，資源，評価）またはカリキュラムへ
のアクセスの要素（物理的スペース，資源，コミュニケーションの形態）
や生徒の必要な支援の内容による（MEC：共和国副大統領府・教育省，
2011a）」とされる。
　このカリキュラムの適合に関わる法的根拠は，異文化教育組織法
（LOEI）に基づき，「国のカリキュラムはその文化的具体性と，国家教育
制度の一部である各教育機関の特徴，その機関が操業する地域の特性に
よって補完することができる。それらの教育機関は革新的な提案を実施す
ることができ，また国のカリキュラムに基づいている限りにおいて，教育
の質を改善するプロジェクトを提出することができる。実施については，
該当する教育委員会の事前承認を得ること（第 10条）」とされている。
　a． カリキュラムの適合を策定するための一般的なプロセスに欠かせな
い要素
　これらのカリキュラムの適合に必要な策定プロセスの要素は，どのよう
なものなのだろうか。教育省MEC（2013）によれば，3つのプロセス要素
がある。①最初の心理教育的評価：これは統合的な評価を得るためには欠
かせないもので，生徒と接触のある教育分野の関係者すべてを巻き込むも
のであること。②特別支援教育の決定：心理教育的評価の結果について
は，吟味の上，生徒の教育的過程において，的確なニーズに翻訳され，具
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体的に述べられなければならない。これは責任を持って認められ，概念化
され，文書化される。③カリキュラムの提案：適合化は通常の計画に使用
されるものと同じ計画フォーマットを使うべきであるが，該当する生徒に
対し，具体的に設計されたものでなければならない。
　なお，カリキュラム適合化における重要な等級には以下の様な 3段階が
ある（MEC，2011b）。
　＜第 1段階＞
　ノーマライゼーションの原則に対応し，合理化は外から中へ試みられる
もの。最初の選択は，単にカリキュラムへの接近要素を修正して困難を解
決しようというもので，カリキュラムそのものには手をつけない。このタ
イプの適合化は普通であり，例えば多様な感覚遊具を用いたり，決められ
たスペースで行ったり，建築バリアを排除したり，視覚障害の生徒のため
にテキストを代読したりするなど。適合化はカリキュラムのデザインから
離れることはできない。結果として，カリキュラムそのものには触らず，
それにアクセスする要素にのみ最小のバリエーションをつける方法である。
　＜第 2段階＞
　次のレベルでは，カリキュラムについての基本的な最初の要素は戦略的
な方法に関与するようになり，軽微な修正によって活動の困難さを軽減す
ることが試みられる。但し，活動の性質や仕組みの修正は行わない。そこ
から先はここの具体的なニーズによって手法を部分的に変えていくことが
検討され，場合によってはある活動を他の活動に代替することや，ある内
容について全く異なる手法を用いることもある。この段階では，生徒の学
習スタイルの特徴の変化を含む。実際，このタイプの適合化においては，
その特徴は手法への適合の計画は参考要素である。その上，手法と活動の
要素の一部または全体を変えるためには，評価の体系にも適合化を加えな
ければいけないことを考慮に入れなければならない。また一方，評価にお
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いても必要な指標を同じ段階で適合化しなければならない。
　＜第 3段階＞
　カリキュラムの適合化において，最も重要な段階である。ここでは知識
と目標が修正され，結果として，評価の基準も修正される。カリキュラム
の要素についてあり得る修正を次のように分類することができる。
　・学習遂行の基準，目標，評価の基準などの順番や優先順位の修正：
　順番を変えるとは，ある知識の習得に取り組む順番やある目標に到達す
るために順番を変えることである。しかしながら，その内容の全部または
一部分を抹消してはならない。優先づけは，その一方，ある知識について
他の知識により注目し，それぞれの課題についての時間を再配分する，つ
まり，教授法を再構築するのである。
　・学習遂行の基準，目標，評価の基準などを一時的に修正：
　必然的にこれらの要素の一部または全体を同じ年，または別の学年に延
期することを意味する。知識と目標自体は変わらないことを考慮する必要
がある。生徒はその他の子ども達と同じプログラムに参加し続けるのであ
るが，時期が異なるだけである。
　・学習遂行を導入または除外する場合の修正：
　導入とはその年の一般カリキュラムにもともと組み込まれていなかった
内容を取り入れることである。それを導入することによって，他の内容を
除外しなければならないこともある。但し，必須ではない。この除外は学
業期間の一時期にある内容について除外することもあれば，全期間を通し
て除外されることもある。
　これらの策定に時間がかかるため，「導入または除外は最後の手段であ
る。すべての修正のレベルにおいて，現実と成功のバランスを取ることが
必要であり，個人の学びのスタイルと同時に，各生徒の開発すべき能力も
考慮することが必要である」とされる。
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　b． 本邦研修における研修生の報告から（特別支援教育：環境機能カリ
キュラム）
　JICA筑波では，「2006（平成 18）年度から 2008（平成 20）年度の間，
地域別研修南米地域障害児教育コースを実施し，2009（平成 21）年度か
ら 2011（平成 23）年度の 3年間に，前身案件を基盤とし，対象国をボリ
ビア，エクアドル，パラグアイとして新たに地域別研修南米地域特別支援
教育コースを開始（JICA，2010）」した。このコースでは，「研修対象者
として，国または県の特別支援教育担当指導主事または特別支援教育の教
育課程を有する大学の教員から 1名並びに特別支援教育学校の校長また
は教頭並びに同学校中堅教員各 1名という 3名構成」とした（JICA，
2010）。最終年度となった 2011年は，省庁の特別支援教育担当者や特別支
援教育クラスを受け持つ教師などが参加し，各国の指導内容報告も行われ
た。エクアドル国は，実施されたカリキュラムとして，インクルーシブ教
育の補完として行われている環境機能カリキュラム（（野村，2015）でこ
のカリキュラムについて説明をしている）の以下の様な指導案モデルを報
告している。
＜自然科学領域単元案＞
　学年：第 3学年（中学校 4年目）
　統合カリキュラムの軸：自然界とその総合変化を理解する。
　学習の軸：地域，自然・社会関係の表現
　教育目的： 環境汚染を緩和する措置を推進するため，自然エネルギーの
要素を記述し，その特徴と重要性を知る。
　個別目的： 気候変動と戦う戦略への参加を促すため，現象を直接経験，
観察することを通して，自然エネルギーと生き物の生活への
影響を知る。
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　④教育的提供と支援サービス（MEC，2011b）
　1）特別支援教育機関
　障害のある子どもたちに対して，「感覚・運動・知的障害，自閉症，ま
たは重複障害の子ども，青少年への教育の提供をする。通常学校へ通える
表 5　自然科学領域単元案（第 3学年：中学校 4年目）
カリキュラ
ムブロック
実施基準に
基づく技術
知　識
手法の戦略
（生産的，意義的）
資　源
評　　　価
本質的指標 技術，道具
生命のエネ
ルギー源と
しての太陽
太陽，風，水
を無尽蔵の自
然エネルギー
源として記述
し，その特徴，
環境の中での
役割と，人類
の発展のため
の利用につい
て関係を把握
する。
自然エネル
ギー源とし
ての太陽
Pág8–15
プロセス：（批判的思考）
問題の把握：目的試行
的
問題分析：自然エネル
ギー源の因果関係を識 
別する。
仮説の設定：自然エネ
ルギー源の影響を分析 
する。
テキスト：学
習指導書，図
版，ビデオ，
要旨カード，
I C T， 作業
ノート
Pág3–4
自然エネル
ギー資源を
知り，その
重要性を説
明する。
技術：面談
手立て：質
問指導書
太陽が提供す
る熱と光，気
候変動への影
響を実験，気
候の記録，環
境に関する資
料の収集と解
釈に関連付け
る。
気候変動に
おける熱と
光
Pág16-19
プロセス：（批判的思考）
問題の把握：
問題分析：
仮説の設定：
資料収集：
仮説の評価：
報告書の作成，発表：
テキスト：学
習指導書図
版，ビデオ，
ICT， 作業
ノート
Pág5–6
気候変動と
戦う戦略を
提案する。
技術：アン
ケート，テ
スト
手立て：ガ
イド，質問
票＝次の質
問に答える。
太陽が与える
熱と光，その
生き物への影
響，環境，自
然の水の状態
の変化を実
験，直接の観
察，収集した
図や情報を基
に関連付ける。
熱と光，そ
の生き物へ
の影響
Pág21–23
プロセス：（論理的，
批判的思考）
観察：自発的な環境観
察。観察事項の発表，
分析。
仮説：観察された現象
の説明を述べる。経験
の基盤とするため一つ
の説明を選別する。実
験を実施する。
実験：仮説を結果と関
連付ける。結果を同様
な状況と比較する。
比較：意味のある情報
を選別する。優れたも
のを重要ではないもの
から区別する。
普及：知識を実例また
は実践事例にあてはめ
る。
実験用資材：
テキスト，学
習指導書，作
業ノート
Pág7–8
技術：実験
手立て：実
習報告書
出典：JICA筑波「南米 3カ国特別支援教育研修：2011本邦研修」インセプションレポート
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者については，インクルージョンを推進する（省庁協定　295‒13，第 3条
第 2章）」とされる。
　2）通常教育機関
　通常教育においては，「すべての生徒が学習，文化，コミュニティの様々
な活動に参加することによって，多様な支援ニーズを特定し，応える一連
のプロセスで，教育における排除を減らすことを目的とする（省庁間協定
第三章，第 11条）」とされる。
　a．国の教育システムの構造と形態
　・学校での教育
　次の資格や証明書を得るための行われる：幼稚園教育の出席証明書，基
礎教育課程修了証明書，高校卒業証明書。学校での教育は通常または特殊
教育がある。
　☆通常教育とは幼稚園，初等教育，中学校・高等学校のレベルを指し，
法律及び規則によって推奨された年齢の生徒に対して行われる。
　☆特殊教育とは，同じ教育課程を指すが，何らかの理由によって学校教
育を終了できなかった者，特別支援教育機関において特別な支援を必要と
する者，その他，国家教育中央委員会によって定められた場合（異文化教
育組織法・規則第 1章，第 23条）。
　☆国家教育制度の形態
　＜出席型の形態＞教育機関に恒常的に出席する規則を遂行することに
よって行われる。教育の規則に従い，年齢，クラスと学年に沿って継続し
ていくこと。また識字教育，識字教育後のプロセス，就学をともなわない
教育プログラムにも適用されることがある。
　＜半出席型の形態＞出席型教育と同じスタンダード，要求を完遂しなけ
ればならない。次の学年に進級するためには，この形態を利用する生徒は，
国家教育中央委員会が定めた規則に則り，国家教育中央委員会の標準化試
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験において，最低限の学習を獲得したという証明を受けなければならない。
　＜遠隔教育＞
　生徒が授業に出席することなく，国家カリキュラムを生徒が自主的に学
習するプロセスを提唱するもので，支援用教材を使い，チューターまたは
指導員の支援を受けながら学び，どのような通信手段を用いてもよい。遠
隔教育は 15歳以上を対象にして行われるもので，出席型・半出席型の公
教育がカバーしていない場所に限って実施可能である。遠隔教育の形態に
おいても，出席型教育と同じスタンダード，要求を完遂しなければならな
い。次の学年に進級するためには，この形態を利用する生徒は，国家教育
中央委員会が定めた規則に則り，国家教育中央委員会の標準化試験におい
て，最低限の学習を獲得したという証明を受けなければならない。（異文
化教育組織法・規則第 1章，第 24–26条）
　b． 教育課程と下位課程
　国家教育制度は大きく分けて 3つの課程に分けられる。初期課程（幼稚
園），基礎課程，高等学校課程である。
　初期課程は次の 2つの下位課程に分けられる。
　・初期課程 1：未就学で，3歳までの幼児を対象とする。
　・初期課程 2：3歳から 5歳までの幼児を対象とする。
　一般基礎教育課程は，4つの下位課程に分けられる。
　・準備期：一般基礎教育の第 1学年にあたり，5歳児を対象とすること
が望ましい。
　・基礎教育初級：一般基礎教育の 2，3，4学年に相当し，6歳から 8歳
の児童を対象とすることが望ましい。
　・基礎教育中級：一般基礎教育の 5，6，7学年に相当し，9歳から 11
歳の児童を対象とすることが望ましい。
　・基礎教育上級：一般基礎教育の 8，9，10学年に相当し，12歳から 14
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歳の生徒を対象とすることが望ましい。
　・高等学校課程は 3年あり，15歳から 17歳までの生徒を対象とするこ
とが望ましい。
　この規則に定められた年齢は，それぞれのレベルにおける推奨年齢では
あるが，留年の場合，特別な支援が必要な場合，教育課程を修了できな
かった青少年，成人の場合などは，生徒の年齢によってその学年への編入
を拒んではならない。
　c． 教育コミュニティにおけるインクルージョンと福祉に対する支援サー
ビス
　・インクルージョン支援のための地域支援ユニット（UDAI）
　これは地域レベルにおけるインクルージョン支援のための技術的，実践
的，専門的なサービスで，様々な業種によって形成されるチームが，障害
のあるなしにかかわらず，生徒に支援を行うものである。これは国家教育
制度のすべてのレベルと形態によって実施される教育について，3つの柱
について行われる。すなわち，アセスメント／その生徒の特定，介入，及
びモニタリングである。 （省庁間協定 295-13　第 20条）。
　・子どもカウンセリング部（DECE）
　これは教育施設の中の支援組織であり，生活能力向上，社会的問題の予
防，介入，機関内で発生したケースのモニタリングなど，インクルージョ
ンの枠組みの中で教育活動の支援を行う。活動の中心は業務チームの専門
職と教育コミュニティが相互的な関わりを持ち，内容を共有して吟味する
ための場所と機会を得るためのものである（教育省，子どもカウンセリン
グ部の統合的支援モデルについて，2015年）。
　エクアドル国のインクルーシブ教育の実態について，資料に基づき概観
してきた。ここで，普及のためのワークショップの具体的なモデルについ
て，みていきたい。
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　⑤普及ワークショップについて
　1）インクルーシブ教育のための Tool Boxの構成要素
　a．第一の構成要素：インクルーシブ教育のための Tool Boxの導入
　インクルーシブ教育を推進するためのツールとして，Tool Boxが開発さ
れている。このツールは，エクアドル全国へ完全な教育的インクルージョ
ンに向けて進むため，普及を進める際の重要な鍵であると同時に，適用す
る担当者側が事前にそれについての知識を得て，実践する必要がある。
　「最初の要素は，地区の教育機関長や巡回指導員，支援・モニタリング
及び地区監理部（ASRE）などの専門職，インクルージョン支援地区ユ
ニット（UDID），子どもカウンセリング部（DECE），教育機関の学校，
町及び教職員を対象にしており，教育的インクルージョンのために Tool 
Boxをどのように活用していくかという点について紹介し，啓蒙する」こ
とが求められる（MEC，2011b）。
　この構成要素を実行するためには，次のような手順で提案することとさ
れる（MEC，2011b）。
＜導入の手順＞
　1　導入のための計画作成　予定，手法，参加者数，受益者，日程，期間，
その他。
　　 プロジェクトチームは，Tool Boxの導入計画を実施（予定，手法，
参加者，他）。
　2 　第一地域のコーディネーター及び地区の教育委員会に導入について
の詳細を通知。
　　 特殊教育及びインクルーシブ教育省副局は地域教育コーディネー
ターに通知を送り，その複製を担当の地域教育長，本省内の特殊教育
及びインクルーシブ教育局長，地域特殊教育及びインクルーシブ教育
分析官に送付する。この通知には，背景，インクルーシブ教育 Tool 
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Box導入ワークシップの目的，日程，場所，参加者は誰か，その他重
要な情報を記載する。
　3　すべての詳細が整っているかどうかモニタリング　場所，公示，ロ
ジスティックス，その他。
　　 教育省職員によって構成されるプロジェクトチームは，電話または
電子メールによって，地域教育委員会から参加者に対し，招集が行わ
れ，導入ワークショップ実施に必要なロジスティックスがしかるべく
行われたかどうかモニタリングを行う。
　4　Tool Box導入についてのワークショップにおける実施（地区ごとに
2日，1日 8時間）
　　 計画に沿って Tool Boxのワークショップを実施する。
　5　導入についての報告書作成
　　 最終的に，プロジェクトチームはワークショップ実施の技術報告書
を作成する。
　次に，ワークショップの予定の参考になるモデルケースをみることにす
る。
　以下，2日間の活動内容を記すことにする（MEC，2011b）。
　1日目のスケジュールは 8時から 17時までの時間帯で行われ，午
前中の途中に 10分間の休みを入れ，昼食休みを 1時間入れる。
　入場時に各参加者を登録し，ワークショップに必要な資料を渡す。
資料には次のものが含まれていなければならない。
　・個人情報データを記入する証明書，氏名，身分証明書番号。
　・ スケジュール，スライドのプレゼンテーション，保証者票，追跡
調査票のサンプルなどをはさむファイル。
　・ボールペン。
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表 6　教育的インクルージョンのための Tool Box導入ワークショップ例
日 時間 具体的な活動 資源 責任者
1
?
?
?
?
08:00‒10:00 出欠
資料の配布：ファイル，出席者証，必要資
料
・出席の登録
・ボールペン
・名札
・ファイル
当局担当者または教育省代表者への歓迎の
挨拶
・アンプ
・マイク
ビデオを用いて教育制度にインクルーシブ
教育を組み込むプロセスについて紹介し，
モチベーションを高める。
・情報関連機器
・プレゼンテーション
ツールボックスについての説明：教育的イ
ンクルージョンを支持する法的枠組みにつ
いての説明，教育の権利の保障における教
育制度の役割を強調する。
10:00‒10:10 休憩
要素 1についての説明：教育的インクルー
ジョンのためのツールボックスの導入
・情報関連機器
・プレゼンテーション
教育の権利の保証者，教育制度におけるイ
ンクルージョンを実現するための，様々な
アクター及び教育の保証者による対策
13:00‒14:00 昼食
14:00‒16:50 要素 2の説明：インクルージョンのための
地域探索，探索の日付の確認，
・情報関連機器
・プレゼンテーション
レクリエーション活動：探索の日付が適切
なグループとそうでないグループを形成
要素 3の説明：収集したデータのシステム
化のために
16:10‒16:20 軽食
16:20‒16:50 要素 4の説明：データの社会化と伝達，イ
ンクルージョン計画とエクスクルージョン
の防止
・情報関連機器
・プレゼンテーション
・ルートマトリックス
現場での業務計画策定：ロジ，アンケー
ト，時間など
16:50‒17:30 本日のまとめ・解散
2
?
?
?
?
07:30‒11:30 ・出欠
・資料配布　
・ アンケート対象セクターに出かけるため
のグループミーティング
追跡のためのルート
　グループ 1　ルート／コーディネーター
　グループ 2　ルート／コーディネーター
　グループ 3　ルート／コーディネーター
　グループ 4　ルート／コーディネーター
　グループ 5　ルート／コーディネーター
　グループ 6　ルート／コーディネーター
・追跡調査票
・バッジ
・必要書類
・出欠表
・アンケート表
・筆記版
・ボールペン
・ 交通手段：バス，ワゴン
車，トラック　その他
・軽食
11:30‒13:00 昼食場所への移動時間，その後同じ場所で
ワークショップを続行。
13:00‒14:00 昼食
14:00‒15:00 デジタルマトリックスにデータ入力の実習 ・ データ入力用マトリックス
15:00‒15:10 軽食
15:10‒17:00 経験の分析と反省
イベントの決断式と閉会
出典：MEC　Caja de Herramientas para la inclusión educativa., 2016 
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＜ 1日目＞
　初日は，参加者に Tool Boxについて考え方の枠組みを説明し，そ
れぞれの構成要素を紹介し，それぞれがどういうものかについて知ら
しめる。
　同時に教育的インクルージョンの追跡調査を実施するための方式を
提供するため，参加者を組織する。専門職側から，追跡調査を適用す
るにあたり，適切でないやり方に対し，適切なやり方を提示すること
ができる。また，家族やコミュニティのメンバーからの受け入れ，
サービスの提供についても同様である。参加者は代表にその意見を述
べることができる（MEC，2011b）。
　1日目の最後に，2日目の教育的インクルージョン追跡調査実習に
出るための業務チームを編成する。このチームの編成は地域の教育長
によって行われ，彼らが実際に訪問する地域やルートを設定する（ど
こに教育制度の外に置かれた子ども達がいるかということを配慮しな
がら）。これによって，チームの人員の数を決める。各チームにはコー
ディネーターがおり，通常それは巡回指導員が務める。彼らが教育地
区内にある地域を最もよく知っているからである。参加者に対し，次
の日は地域内の様々な場所で教育的インクルーシブのカードを応用す
るための実習に出かけるので，時間通りに（7:30），動きやすい服装，
スポーツシューズ，長靴，ズボン，ひさしのついた帽子，リュックサッ
クなどで集合するように伝える（MEC，2011b）。
＜ 2日目＞
　2日目のスケジュールは 7:30から 17:00までとする。8:00から
11:30までは参加者は様々なコミュニティで追跡調査の実習を行う。
11:30から 13:00まではワークショップ会場に戻り，1時間を昼食に
当てる。この 2日目には，7:30にワークショップ会場に集合し，前日
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に編成したグループに分かれる。プロジェクトチームは各コーディ
ネーターに記録版と鉛筆を渡し，これは各グループのメンバーに配布
される。記録版には教育的インクルージョンに関するカードが 3枚備
え付けられている。
　同様に，参加者には軽食が配布され，その後すみやかにグループは
割り当てられたルートごとに車に乗る（ワゴン車，バス，タクシー，
トラックなど）。各グループは該当するコミュニティに向かう。着い
たら，コーディネーターはチームを 2人ずつ，または 3人ずつに編成
し，巡回中に一緒に行動し，支援できるようにする。
　各 2人組または 3人組はコミュニティ内の様々な場所に分散し，各
住宅，教育機関，店などに赴き，子ども，青少年（3歳から 29歳まで）
で学校に通っていない者がいないかどうか探索し，教育的インクルー
ジョンのカードに記入する。これによって個人データ，家族データ，
学校に行っていない理由などの情報を得ることができる。スケジュー
ルに応じて，各チームは割り当てられた交通機関を利用してワーク
ショップ会場に戻る。到着後，全員昼食を取り，その後ワークショッ
プを続ける。
　参加者は教育的インクルージョンの追跡調査の経験がどうであった
か感想を述べる。特にコミュニティの中と家族との関わりの中で何を
経験したかについて述べるようにする。その後，各グループのコー
ディネーターはカードを回収し，情報をまとめ，文書化する係にそれ
を渡す。
　最後に，エクセルのマトリックスにデータを入力する練習を行う。
その際にはコミュニティで実際に記入したカードの一枚を例として用
いる。プロセスのまとめをし，参加者に Tool Boxの 2番目の要素を
遂行するための次の段階を指示して，ワークショップを閉会する。
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　2日間の課題の展開するにあたり，ファシリテーターの仲裁により，
参加者が積極的に参加する手法が取られる。それによって Tool Box
がどのように構成されているか理解できるようにする。
　そのためには，テーマについての講義と対話を実行し，補助教材と
して絵本作家 Jerome Ruillier（ジェローム・ルイエール）の“Por cuatro 
esquinitas de nada*”のビデオ，読本，及びパワーポイントなどを用い
る。また，様々な実際の場面を想定しながら，コミュニティのメン
バーとの追跡調査票を適用する方法についてドラマ仕立てにして行っ
てみる。これらの導入プロセスの参加者である専門職は与えられた情
報を基に，所属するセクターで追跡調査を行う心構えを持つことを再
度喚起する。これらのワークショップは最低でも 60人，最高で 80人
程度を想定してプログラムが組まれている。
　巡回行政職員に対する Tool Boxの初期要素導入が終了したら，学
生カウンセリング部の専門員（DECE），インクルージョン支援ユニッ
トの専門員  （UDAI），その他政府機関・NGOの代表者で教育的イン
クルージョン分野のために業務しているものは 2番目の要素を実行す
る計画を立案する。
*　 Jerome Ruillier 作の“Por cuatro esquinitas de nada”のビデオは，「四
角くんがマルちゃんと遊びたいのだが，おうちのドアが丸いので
中に入れず，角を切らないと入れないよー，どうしよう…」とい
うお話（増澤）。
お わ り に
　様々な取り組みがなされ，一定の成果が出されていることが確認され
た。主に都市部で行われているインクルーシブ教育を普及するワーク
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ショップは，かなりシステム化されたプログラムが実施されており，その
評価も継続して行われている。
　今年度は，政権の変化があり，今年 4月の大統領選挙において，コレア
大統領が推薦したレニン・モレノ前副大統領が選挙に勝ち，次期大統領と
して就任した。レニン・モレノ新大統領は，常時車イスを利用する障害の
ある方で，自ら障害者の権利を守る活動に従事していた方である。インク
ルーシブ教育への取り組みも期待されるところである。
　しかし，木下（2017）が指摘しているように，「コレア政権の経済・社
会政策がもたらした様々な問題が今後の見通しを暗くしている。モレノ新
政権は債務危機を回避し，財政と経済を再建するという厳しい課題に直面
している」ことは，新たな課題ではあるが，今後の様子を見守りたい。新
政権後の様子については，元 JICA南米特別支援教育エクアドル国研修員
の報告を含めて，次回報告したい。
［謝辞］
　　翻訳にご協力いただいた増澤様，ご多忙中ご協力をいただき誠にありがとうご
ざいました。
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